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Ⅰ　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

社会福祉施設においては、高齢者や障害者、幼児、児童などの抵抗力の弱い人々が集団で生活を行っており、施設で新型インフルエンザが発生すると、感染が拡大しやすく、また、重症化することが予測されます。

新型インフルエンザの流行期にあっても、社会福祉施設の機能を維持するとともに、新型インフルエンザから施設入所者及び利用者の生命と健康を守ることが基本となりますので、感染予防と発生時の適切な感染拡大防止対策を講じるためにマニュアルを作成しました。
新型インフルエンザの流行規模は、病原性や感染力に影響されるため、対策についても不確定要素が大きく、発生後の状況によって具体的な対策が講じられます。県は、発生した新型インフルエンザの毒性の強さや感染力によって国等が発する情報を勘案しながら、柔軟に対応していきますので、マニュアルについても適時に修正を行うこととします。
なお、マニュアルは標準的なものであり、施設入所者、利用者の特性や提供しているサービス内容等、施設の特性に応じて各施設におけるマニュアルを作成しておくことが重要です。
· 新型インフルエンザ発生時の発熱相談センター、発熱外来の開設等の相談、

医療体制など新型インフルエンザについての情報は、状況に応じて変更されますので高知県庁ホームページを定期的にご確認ください。
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《参考》

・厚生労働省：新型インフルエンザ対策関連情報

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/index.html
・高知県危機管理課ホームページ

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/010101/
・高知県健康づくり課ホームページ

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/130401/
Ⅱ　新型インフルエンザについて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　新型インフルエンザとは
■「新型インフルエンザウイルス」は、インフルエンザウイルスの性質が変わる(変異する)ことによって、これまでにヒトに感染しなかったインフルエンザウイルスが、ヒトヘ感染するようになり、さらにヒトからヒトヘ感染するようになったものをいい、そのウイルスによって起こるインフルエンザを「新型インフルエンザ」といいます。
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表１ 今回の新型インフルエンザ（A/H1N1）と季節性インフルエンザとの違い
	項目 
	新型インフルエンザ（A/H1N1） 
	季節性インフルエンザ 

	周期 
	10～40年に１回 
	毎冬 

	発病 
	急激 
	急激 

	症状 

（典型例） 
	突然の38℃以上の発熱 

咳、くしゃみ等の呼吸器症状 

頭痛、関節痛、全身倦怠感等
	突然の38℃以上の発熱 

咳、くしゃみ等の呼吸器症状 

頭痛、関節痛、全身倦怠感等 

	潜伏期間 
	１～７日
	２～５日 

	人への感染性 
	強い 
	あり（風邪より強い） 

	発生状況 
	大流行性／パンデミック 
	流行性 

	致死率※１）
	0.4%(0.3%～1.5%),0.060.0004%,0.58%
などの報告がある
	0.1%以下 


※１）致死率＝一定期間における当該疾病による死亡者数／一定期間における当該疾病の
罹患者数

２　新型インフルエンザの発生段階 

■新型インフルエンザ対策は、各状況に応じた対応方針を定めておく必要があるため、国の行動計画においては、新型インフルエンザが発生する前から国内発生、パンデミックを迎え、小康状態に至るまでを５つの段階に分類して、それぞれの段階に応じた対策等を定めています。

■状況により地域ごとの対応が必要となる場合を考慮し、第三段階を３つの時期に小分類している。国、地方自治体、関係機関等は、行動計画とガイドラインに従った施策を段階に応じて実施することとされています。
表2　発生段階の区分
	発生段階
	状　　　態

	前段階（未発生期）
	新型インフルエンザが発生していない状態

	第一段階（海外発生期）
	海外で新型インフルエンザが発生した状態

	第二段階（国内発生早期）
　　　　（県内発生早期）
	国内で新型インフルエンザが発生した状態
高知県内（高知県の隣接市町村を含む）で新型インフルエンザが発生した状態

	第三段階
	国内で、患者の接触歴が疫学調査で追えなくなった事例が生じた状態

	
	各都道府県の判断
	感染拡大期
	各都道府県において、入院措置等による感染拡大防止効果が期待される状態

	
	
	まん延期
	各都道府県において、入院措置等による感染拡大防止効果が十分に得られなくなった状態

	
	
	回復期
	各都道府県において、ピークを超えたと判断できる状態

	第四段階（小康期）
	患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態


【前 段 階】未発生期では、発生に備えて体制の整備を行うとともに、国際的な連携の下に発生の早期確認に努めることを目的とする。具体的には、行政機関及び事業者等の事業継続計画の策定、医療提供体制の整備、抗インフルエンザ薬及びプレパンデミックワクチンの備蓄等が行われる。
【第一段階】海外発生期では、ウイルスの国内侵入をできるだけ阻止するとともに、国内発生に備えて体制の整備が行われる。具体的には、発生国に滞在する在外邦人に対する情報伝達と支援、新型インフルエンザの発生国・地域（以下「発生国」という。）への渡航自粛・航空機運航自粛、発生国からの入国便に対して検疫を実施する空港・港を集約、入国者に対する健康監視・停留等の措置の強化等が行われる。 

【第二段階】国内発生早期／県内発生早期では、国内／県内での感染拡大をできる限り抑えるため、患者に対する入院措置（感染症指定医療機関等）、接触者に対する外出自粛要請、発生地域での学校等の臨時休業や集会・外出の自粛要請、感染防止策の徹底の周知等の公衆衛生対策等が実施される。 
【第三段階】感染拡大期／まん延期／回復期では、健康被害を最小限に抑えるとともに、医療機能、社会・経済機能への影響を最小限に抑えることが主な目的となる。感染拡大期は、地域での公衆衛生対策を継続して行うとともに、患者に対し感染症指定医療機関等への入院措置を行う。一方、まん延期は、医療機関における感染の可能性を少なくするため、発症者のうち重症者は入院を受け入れるが、軽症者は原則として自宅療養となる。 

【第四段階】小康期では、社会・経済機能の回復を図り、第三段階までに実施した対策について評価し、次の流行の波に備えた対策を検討し、実施する。 

３　新型インフルエンザ（A/H1N1）の症状・潜伏期間・感染時期
■症　　状：突然の38℃以上の発熱、咳、くしゃみ等の呼吸器症状、頭痛、関節痛、全身倦怠感等
■潜伏期間：１～７日
■感染可能期間：感染者が他人へ感染を伝播させる期間は，発症日の前日から発症後７日目までの９日間（国立感染症研究所）とされています。

４　新型インフルエンザの感染経路とその予防
　（１）感染経路

【飛沫感染】
感染者のくしゃみ，咳等のしぶきに含まれるウイルスを吸入することにより感染すること。飛沫は、だ液などを含んだ粒子で１～２ｍ以内に落下するので、感染が成立するためには感染者との距離が近接している必要があります。
【接触感染】
感染者のくしゃみ，咳等のしぶきに含まれたウイルスが付着したもの（ドアノブ、スイッチ、テーブルなど）に健康な人が手などで触れた後に目、鼻、口に再び触れることによって、ウイルスが媒介され、粘膜・結膜などを通じて感染します。
　（２）感染防止策
■必要のない外出は控えること。特に人が集まる場所は避ける。
■対人距離の保持

　　感染者から適切な距離を保つ、２ｍ以内に近づかない。

■うがい、手洗い
※手洗いは石鹸を使って最低15秒以上行い、洗った後は清潔なタオルやペーパータオル等で水を十分に拭き取りましょう。
※速乾性擦式消毒用アルコール製剤は、アルコールが完全に揮発するまで手を擦り合わせる
■咳エチケット、マスクの着用
・咳やくしゃみの際は、ティッシュなどで口と鼻を被い、他の人から顔をそむけ、できる限り１～２ｍ以上離れる。
・口を覆ったティッシュは、すぐにゴミ箱に捨てる。

・咳やくしゃみを手で覆ったら、手を石鹸で丁寧に洗う。手を洗う場所がないことに備えて、携行できる速乾性擦式消毒用アルコール製剤を用意しておくこと。
・マスクを着用する。咳をしている人に、積極的にマスクの着用を促す。
■施設内の清掃・消毒
・感染者が滞在した場所の床については、ウイルスの除去を行うために、濡れたモップ、雑巾による拭き取り清掃を行う。
■定期的なインフルエンザワクチンの接種

■湿度管理

・インフルエンザウィルスが湿度に弱いことや空気が乾燥すると喉の粘膜の防御能力が低下するためインフルエンザにかかりやすくなることから、室内の湿度管理が感染予防対策として有効
・加湿器による湿度管理を行う場合は、肺炎などを引き起こす加湿器内の雑菌やカビの繁殖を防ぐことが大切
・湿度は50～60％が目安
■定期的な換気

・締め切った部屋に感染者がいると時間の経過とともに部屋の中のウイルス濃度が高くなりますので、定期的に窓を開けて部屋の換気を行います。
・一時間に1回以上、部屋の窓を5分間程度開放しましょう。

消毒薬とその使い方
· インフルエンザウイルスには次亜塩素酸ナトリウム、消毒用エタノール、イソプロパノールのような消毒用エタノール製剤が有効です。消毒剤の噴霧は不完全な消毒やウイルスの舞い上がりが起こる可能性があり、また消毒実施者の健康障害につながる危険性もあるため、実施しないでください。

· 拭き取りが基本的な方法となります。

【参考】消毒用アルコールの使い方

Ⅲ　発生段階に応じた新型インフルエンザ対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　新型インフルエンザ対策の基本的な考え方
新型インフルエンザは健康被害だけに留まらず、社会活動、経済活動にも影響が及ぶことから、施設内の感染予防・感染拡大防止対策に加えて、社会活動の制限等に伴う影響等にも備えて発生段階に応じた対策を講じていくことが重要です。
２　未発生期、発生に備えた整備(前段階)

■感染予防策の徹底
■発生時に適切な情報収集・共有・発信ができる体制づくり
■「事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定
■発生後の必需備品の備蓄
（１）感染予防対策の検討、周知及び実践
ア　施設における感染リスクの評価と改善

　　　新型インフルエンザに対応した感染予防対策が実施できることを確認し、不十分なところは計画的に改善をします。
イ　効果的な手洗いの方法や咳エチケット、排泄物・おう吐物の処理方法、消毒薬の作り方をポスター掲示等で周知し、職員全員が習得し、日常業務において実践
ウ　施設の清掃・消毒
エ　職員への研修
すべての職員に対して、感染予防策の基礎知識の周知徹底と新型インフルエンザについての必要な知識、基本的な対応を習得させてください。適宜、演習等を組み込んだ研修を行う必要があります。

オ　職員自身の健康管理の徹底
感染源あるいは媒介者にならないために、職員の健康管理を行います。
①定期の健康診断を必ず受診し、自己の健康管理に努める。
②通常のインフルエンザの予防接種は毎年受ける。
③発熱・咳・下痢など感染症の疑われる症状を呈した場合は、管理者に報告し、保健所等に相談をして必要な対応をとる。
④特にインフルエンザと診断された場合は、感染の可能性がある期間の就業を停止する。
カ　入所者・利用者の健康状態の把握
毎日の健康チェックのほか、感染リスク、重症化のリスクが高い心肺系の慢性疾患や糖尿病、腎疾患等の基礎疾患の有無、服薬内容の把握、さらに予防接種歴の確認等を行います。
①定期の健康診断等よる健康状態の把握
②利用開始時における感染症の既往や基礎疾患等の把握
③通常のインフルエンザ予防接種の勧奨
④毎日の健康状態を観察、把握
※通所・短期入所サービス利用者を含む
キ　委託業者、ボランティア等の健康状態の把握
ク　来訪者（面会者）への対応
①入室・退室時、介護時の手洗いの徹底
②訪問者が体調不良時の面会制限に関しての理解の促進
（２）危機管理体制の構築と職員への周知
ア　意思決定方法の検討
①対応マニュアルや事業継続計画の策定に当たっては、施設責任者が率先し、各部門の責任者を交えて行うことが必要。
②必要に応じて嘱託医をメンバーに加えることが望ましい。
③意思決定方法を確立する際には、意思決定者の発症等に備え、代替意思決定システムも検討しておく。
イ　新型インフルエンザ対策担当者の決定
ウ　新型インフルエンザ発生時マニュアルや事業継続計画の整備
エ　施設内での発生を想定した訓練の実施
オ　発生時における保健所や医療機関等関係機関との連絡体制整備
カ　発生時における施設内の緊急連絡体制整備
キ　職員や委託業者の緊急連絡先や入所者・利用者家族の緊急連絡先の確認

【研修内容（案）】

１ 利用者に対して「手洗い」の実習を行う。
２ 職員に対する講習会や訓練などを実施する。
例：［講習会（実習を含む）］
テーマ：新型インフルエンザの基礎知識について
□新型インフルエンザの特徴、感染経路、感染予防のポイント
□二次感染予防に必要な手洗い、排泄物・おう吐物の処理の仕方について（実習含む）
□消毒について
□発生時の業務体制について
【訓練（案）】
テーマ：新型インフルエンザ発生時の報告・連絡とその内容について
□連携体制などの訓練など
□海外発生期、国内発生早期、感染拡大期、まん延期など複数の状況を設定した

訓練
□感染予防策に関する習熟訓練（感染防護具の着脱、出勤時の体温測定等を含め

た職員の健康チェック、個室での患者看護等）
□施設内で発症者が出た場合の対応訓練（発熱相談センター、発熱外来への連絡、

病院への搬送、施設の消毒、濃厚接触者の特定と健康観察等）
□代替者による重要業務の継続にかかる訓練

（３）情報収集と周知
ア　新型インフルエンザの発生状況等に関する情報収集
国・県・市町村などの情報を、適時確認します。

【収集すべき情報】
①新型インフルエンザの発生地域
②新型インフルエンザの概要（特徴、症状、治療方法など）
③地域の感染症発生状況についての情報
※情報収集に当たっては、担当者を決めておくことが望ましい

イ　保健所等の関係機関との情報交換
新型インフルエンザのサーベイランス体制等における保健所の役割を理解して、連絡体制を密にしてください。また、感染拡大期・まん延期に施設内で患者が発生した場合の対応方法も検討しておくことが重要です。

ウ　職員、入所者・利用者、家族等への周知方法の検討
①面会中止とした場合の家族への連絡方法
（例）週一回電話で状況報告など、施設の対応方針を決めておく
②平常時・緊急時等、状況に合わせ掲示板やホワイトボード等を活用した情報の周知
③家族・ボランティア・業者等施設来訪者へは玄関に掲示することによる情報の周知
※訪問者の氏名、住所等の把握は、感染者や接触者の追跡調査及び感染予防策を講じる際に重要な情報となります。

【周知文（案）】
施設に来訪された皆様へ
新型インフルエンザの発生が国内で確認されました。
施設としても、今後、施設内での感染・流行を防ぐために感染予防策を徹底して

まいりますので、ご理解・ご協力のほどよろしくお願いいたします。
・来訪時には氏名、住所等を記載していただきます。
・施設にご用のある方は、手洗いの後、備え付けの消毒液で手指消毒を行い、不織

布マスクを着用してから入室してください。
・発熱や咳などの症状がある方の訪問はご遠慮していただきます。
施設長
（４）施設運営体制の検討（「事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定）
新型インフルエンザ発生時に想定される被害の状況や事態の進展に応じて、事業継続に伴う職員や入所者、利用者の感染する危険性（リスク）を判断しながら事業継続のレベルを決めておきます。


□　継続すべき業務、縮小または休止できる業務の振り分け（人員計画）
□　物資や商品の搬入・搬送と業者
□　職員の連絡体制の整備
□　感染防止と予防
□　入所者の家族・利用者への連絡体制の整備
□　施設管理

ア　発生時に出勤可能な職員の把握と人員計画
①国内発生以降、感染拡大防止のため学校や幼稚園・保育所が閉鎖となる時期には、職員によっては出勤困難となることが想定される。
②米国・職業安全局ガイダンスによれば流行ピーク時の欠勤率は、４０％と想定されている。
③感染した場合、発症から治癒するまでの期間は７日程度とされている。治癒した者はウイルスに対する免疫を持つ。
イ　発生段階に応じた勤務体制の検討
継続すべき業務、縮小または休止できる業務の振り分け

ウ　併設している通所、短期入所サービスに関しては、休止時期を検討
エ　行事、施設外活動、集会、外出等を自粛する時期を検討
オ　実習生、ボランティア等の受け入れを休止する時期を検討
カ　業務継続に不可欠な取引業者について
給食・清掃・クリーニング・感染性廃棄物処理業者等の出入業者の洗い出しと業務継続に向け必要な対策の検討
キ　面会者に対しての対応
面会の制限或いは中止とする時期とそれに変わる手段を検討
ク　入所者の服薬継続についての検討
（５）必需物品の備蓄
ア　感染防護具
マスク（サージカルマスク、不織布マスク、Ｎ９５マスク*）ガウン、ゴーグル、使い捨て手袋、キャップ（ポリエチレン製）、感染性廃棄物処理用品
イ　衛生（消毒）用品
消毒用アルコール製剤、速乾性擦式消毒用アルコール製剤、次亜塩素酸ナトリウム溶液、石けん
ウ　日常の介護・看護で使用する用品
紙オムツ、トイレットペーパー、カイロ、アイスノン等
エ　環境整備（清掃）用品
オ　その他（日常生活用品等）
（６）食料確保の検討

入所者の緊急食の確保も含め、新型インフルエンザ流行時の給食を維持するための対策を検討
（７）関係機関との連絡体制の整備
ア　市町村、保健所、県庁所管課等の行政機関
イ　利用者家族、嘱託医、近隣医療機関等
ウ　委託業者（清掃・給食等）、実習生、
ボランティア
３　海外発生期の対応（第一段階）

検疫を強化し、ウイルスの国内流入をできるだけ阻止する時期です。
国内発生に備えて、発生後の体制の整備と周知を徹底します。
(1) 情報の収集・周知
ア　国内外の新型インフルエンザの発生情報の把握
イ　職員・入所者・利用者・面会者等に対する新型インフルエンザに関する正確な情報提供（新型インフルエンザの症状等に関する情報や施設の対応方針など）
ウ　市町村、保健所や嘱託医との十分な連絡体制の構築
(2) 施設運営体制
ア　集会や施設外活動、行事などの自粛。
イ　通所サービスを併設している施設については、利用時の健康チェックを徹底し、入所者との交流を避ける。また、症状のある利用者の通所は差し控えてもらうことを本人または家族等に理解してもらう。
ウ　面会者等に対し、不織布マスクの着用や手洗いを指導・徹底させる。また、体調不良時には面会は避けることを徹底する。
エ　職員等の関係者は、手洗いやうがい、不織布マスク着用を励行する。また、体調不良時には無理をして出勤する前に管理者に報告し、医療機関を受診することを徹底する。
オ　職員等の関係者には、患者発生国・地域への渡航、人混みや繁華街への外出を避けるよう指導する。
４　国内発生早期・県内発生早期の対応（第二段階）

施設内での感染者の早期発見に重点をおきます。
■　発生状況の把握・報告
■　感染拡大防止策
■　患者管理
■　代替食の検討

(1) 感染予防対策の徹底
(2) 早期発見のための対応
ア　入所者・利用者の健康状態の把握を詳細に行う。
イ　濃厚接触者の把握（家族にインフルエンザ様症状の人がいないかどうかについても確認する。）
ウ　職員の健康チェックの徹底（起床時や出勤時の体温測定など）
エ　インフルエンザ様症状（３８℃以上の発熱・咳等）を認める職員の出勤を停止し、医療機関を受診することを徹底

(3) 情報の収集・管理及び周知
ア　国内外の新型インフルエンザの発生情報の把握
イ　職員・入所者・利用者・家族等へ新型インフルエンザに関する情報（新型インフルエンザの症状等に関しての情報や施設の対応方針など）を正確に伝える。
(4) 施設運営体制
ア　集会や行事などの縮小、中止
イ　面会の制限または中止、実習・施設内ボランティア活動等の中止
ウ　優先ケアと実働人数に応じたケア内容の決定


濃厚接触者について
ア　同居者 

患者と同居する者。
イ　医療関係者
    患者の診察、処置、搬送等に個人防護具（マスク等）の装着なしに直接携わった医

療関係者や搬送担当者。
ウ　汚染物質への接触者
患者由来の体液、排泄物などに、個人防護具の装着なしで接触した者。具体的には
個人防護具なしで患者由来検体を取り扱った検査従事者、患者の使用した化粧室、

洗面所、寝具等の清掃を行った者等
エ  直接対面接触者
 手で触れること、会話することが可能な距離で、患者と対面で会話や挨拶等の接触
のあった者。接触時間は問わない。勤務先、学校、医療機関の待合室、会食等での

近距離接触者等が該当する。　 

感染拡大の初期段階（国内発生早期）では、同じ職場で感染者が発見された場合、濃厚接触者が自宅待機（７日間）するケースが想定されます。そのため、継続する重要業務を決定する際には、濃厚接触者が自宅待機することを想定した検討を行う必要があります。
５　感染拡大期・まん延期・回復期（第三段階）

健康被害を最小限に抑えるとともに、社会福祉施設として必要最低限の機能を

維持していくことに重点をおきます。
(1) 関係機関との連携
ア　十分な連携のもと、適切に状況を把握する
イ　発生後から実施している対策の強化
(2) 勤務体制
欠勤者が増加し、少人数による業務遂行が余儀なくされる状況を想定する。数通りのケースについて検討しておくことが望ましい。
ア　職員の４０％程度が数週間にわたり欠勤するケースを想定し、継続する
重要業務を絞り込んでおく
イ　通勤途上での感染機会を減らすための宿直制の検討

ウ　感染者が出ても業務を継続できるように班交替制など非常時に備えた勤務体制の検討
(3) 施設内での患者の看護方法の検討
ア　施設内での看護を想定し、嘱託医の指示を十分に仰ぐ
イ　個室管理とし、周囲への二次感染予防策を徹底
ウ　看護、介護に従事する職員の感染防護具の準備と手技の徹底
(4) 施設内死亡時における遺体処理についての検討
　※回復期には、上記の感染拡大防止対策を段階的に縮小する。
６　小康期（第四段階）

■新型インフルエンザには流行の波があり、一つの波が２か月程度続くと考えられています。そのため、次の流行に備えた対策を実施することが重要です。
■第一波で感染して治癒した人（職員、ボランティア等）の応援が期待できるため、第二波以降に向けては、これらの人たちを含めた人員計画の実行が想定されます。
（１）マニュアルの評価と見直し
（２）感染防止策を維持しつつ、業務の回復
（３）不足している資器材の調達
（４）第二波以降の対応への備え
Ⅳ　施設内発生時の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設内での感染拡大の防止と入所者の生命と健康を守ることに重点をおきます。
１　発生状況の把握
（１）施設全体の状況の把握
①日時・棟・フロア・部屋別の発症状況を把握
②受診状況、診断名、検査結果及び治療内容の確認
(２) 職員、入所者を含めた濃厚接触者リストの作成
２　感染拡大の防止
（１）職員への周知
施設管理者は発生状況を職員に周知し、対応の徹底を図る。
（２）感染拡大防止策

ア　入所者
①インフルエンザ様症状のある入所者は、診断前であっても個室へ移すなど他者への感染を最小限にする。
②濃厚接触者と判断された入所者は、個室に転室させる。個室が用意できない場合は濃厚接触者のみの居室を用意し移動させ、７日間は施設内の移動を制限した上で、健康管理を徹底する。
③同室に濃厚接触した入所者が複数いる場合、ベッド間の距離を２ｍ以上離し、
カーテン等でのベッド間の仕切り等の対応を実施し、できるだけ接触を防ぐ。
④感染者を入所させる居室は、できるだけ一カ所にまとめ、感染者及び感染者を看護等する職員と非感染者及び非感染者を看護等する職員と行動範囲が接しないように留意する。
⑤手洗い、排泄物等の適切な処理の徹底
⑥感染防護具（ガウン、不織布マスク、使い捨て手袋、ゴーグル）着用の徹底と使用後の感染性廃棄物としての適切な処理
⑦施設内の消毒の実施

・発症者の利用したトイレや手洗いのドアノブやスイッチなどを次亜塩素酸ナトリウム溶液または消毒用アルコール製剤で消毒
⑧食堂に集まって食事をとる際には、おおむね２ｍ程度、席の間隔をとる
⑨共同のレクリエーション等の人が集まる活動等を自粛する。
⑩入浴は個浴又はシャワーとし、同一時間帯における複数の入浴を避ける、又は清拭とすること等
⑪職員の勤務体制は階やユニット、ブロック毎にする。
⑫発症者以外の入所者や職員の健康チェックを厳重に行う。
⑬面会の中止
⑭施設所有の自動車で発症者を搬送する場合は、感染防護具を着用した作業班が発症者に不織布マスクを着けさせたうえで行う。使用した自動車は、発症者の飛沫が飛んだ箇所や、触った箇所を中心に消毒を行う。（次亜塩素酸ナトリウム溶液または、消毒用アルコール製剤で行う。）

⑮施設内の感染拡大防止等のうえで止むを得ない事情がある場合は、感染した入所者を家族等が自宅で介護することが可能かどうかを検討する。
※状況に応じて濃厚接触者に抗インフルエンザウイルス薬（タミフルなど）の予防投薬の必要性が検討される場合があるので、嘱託医または主治医等の指示に従うこと
　
　イ　職　員
1 濃厚接触者と判断された職員は、職務の必要性や内容に応じて、出勤の可否を判断する。朝夕の検温やうがい、手洗いなどの健康管理を行った上で、インフルエンザ様症状がない場合については、職務の継続が可能となると考えられる。
2 職員が新型インフルエンザに感染していると疑われる場合、出勤を停止させ嘱託医、主治医あるいは、保健所等に相談し適切な医療機関に受診させること。
3 職員が新型インフルエンザを発症した場合は、出勤を停止し、解熱後２日までは、自宅等で療養し出勤を控えるように促す。
※職員のうち基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化する恐れが高いため、感染者の直接の看護・介護を避けるよう、勤務上の配慮を行うこと
（３）医療の確保
　　ア　入所者は、基本的に施設において看護・介護を継続することが必要となるが施設の状況等を勘案し、感染拡大のおそれがある場合、基礎疾患を有する者等の場合、または重症化の兆候を認める場合には入院治療となるため、主治医等と十分相談すること。
イ　医師の指示に従い、新型インフルエンザに感染した入所者の服薬管理、観察、記録等を行う。
ウ　感染者の病態が悪化した時は、速やかに保健所等に連絡し、入院等の適切な措置をとる。

〈入所施設で発生した場合の具体策のポイント〉
１　発症者に対して

・不織布マスクを着用させ、個室収容。嘱託医に症状等を正確に伝え、指示を仰ぐ。

・主治医の指示により基礎疾患のある人の病状に留意し、適切な対応をする。

２　接触者に対して
同室者等の濃厚接触者は別室に隔離し、７日間程度の健康観察を行う。接触者の健康状態に関しては、保健所と十分に連絡を取り合う。
３　それ以外の入所者に対して
通常のケアの継続　

※二次感染防止のため、集団から隔離した入所者に対応する職員を限定することが重要。また、その職員は、他の職員との接触をできるだけ避ける必要がある。
※患者を搬送する場合、必ずしも救急車が利用できるとは限らないことを理解しておく。


〈通所施設で発生した場合の具体策のポイント〉
1　利用者にインフルエンザ様症状がみられた場合は、不織布マスクを着用させた後、保健所等に相談のうえ、必要に応じて医療機関を受診するよう家族等に依頼する。

２　受診状況、診断名、検査の有無、治療内容に関しては、個人情報保護に十分配慮したうえで確認する。
３　患者の濃厚接触者およびその家族の健康観察を行う。
３　関係機関等への連絡
（１）嘱託医への連絡
（２）入所者・利用者の家族への連絡
（３）市町村への連絡
（４）保健所への連絡と必要な報告
・対応について指示を受ける
（５）県主管課に連絡


社会福祉施設等における新型インフルエンザ
クラスターサーベイランスの流れ
平成２１年８月２５日付事務連絡厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部事務局「新型インフルエンザ(A/H1N1)に係る今後のサーベイランス体制について」
＜目的＞社会福祉施設等での新型インフルエンザ（A/H1N1）の発生を早期に探知するとともに、重症化するおそれがある者への感染を防止すること
社会福祉施設等の施設長等は、入所者、利用者、職員等において、インフルエンザ様
症状（※１）を有する者の発生後7 日以内に、その者を含め２名以上が次の条件を満たす場合は、保健所に連絡する。（※２）
○インフルエンザ様症状を有する者について、医師（嘱託医や主治医等）が診察し、簡易迅速検査の結果、A 型陽性・B 型陰性である、又は、A 型陰性でも臨床的に感染を強く疑われること。（※３）
※１ ３８度以上の発熱かつ急性呼吸器症状
・ただし、年齢・基礎疾患・服薬状況などの影響で、高熱を呈さない場合もあるため、37.5℃以上で考慮してもよい。
・急性呼吸器症状とは少なくとも以下の1つ以上の症状を呈した場合をいう：
ア）鼻汁もしくは鼻閉　　 イ）咽頭痛　　 ウ）咳
※２ 保健所に連絡後、同様の事態が生じた場合、随時保健所に連絡すること。
※３ 簡易迅速検査で、B 型が確定された場合は除く。
保健所は、社会福祉施設等の施設長等から連絡を受けた場合、当該施設等における感染状況等を把握するため、迅速に以下の対策を講じる。
社会福祉施設等の施設者等に対し、施設内におけるインフルエンザ様症状を呈する者の数や感染状況を把握するよう依頼する。

保健所は、施設等における感染状況を把握した上で、地域におけるインフルエンザの流行状況や施設等に属する者の状況等総合的に勘案し、必要に応じ、以下の対策を講じる。
1� 臨時休業の要請の検討（施設長等からの相談への対応を含む）

2� インフルエンザ様症状を呈する者に対する外出自粛の要請等

3� 施設等に対する基本的な感染防止対策の徹底の呼びかけの依頼
重症化するおそれが高い者が集団生活する施設等において、集団発生しているおそれがある旨の連絡を受けた場合、迅速に以下の対応を講じるものとする。

1� 早期受診を勧奨するとともに、医師の判断によりＰＣＲ検査を実施

2� 施設内の濃厚接触者に対する予防投薬の検討

3� 施設の職員等でインフルエンザ様症状を呈する者又は濃厚接触者に対する外出自粛の要請
Ⅴ　休業の要請・休業を決定する場合の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　入所施設、訪問サービス
※社会機能を維持する観点から、基本的には県から休業要請は行いません。
入所施設で、入所者又は職員が感染した場合、事業者は、保健所や医師の指示のもと、入所者を速やかに個室等に移し、職員を自宅療養させるなどの感染拡大防止措置を講じながら事業を継続する。
２　短期入所、通所施設
施設内の発生状況や対応状況などを踏まえ、必要に応じて、当該施設における一定期間の休業を要請します。
（1） 休業の検討

県は、施設における感染状況等を把握したうえで必要と判断するときは、施設が所在する市町村、当該発生施設及び施設に係る県主管課等で、次の観点などから総合的に休業の検討を行う。
ア　施設における感染状況及び地域における流行状況並びに今後の見込み
イ　共同のレクリエーション等人が集まる活動の自粛や、食事の際のテーブル分離等、できるだけ接触を防ぐ工夫をすることによる事業継続の可能性
ウ　利用者を、支援の必要性が特に高い者や重症化の危険性が低い者にしぼることによる事業継続の可能性
エ　職員が感染した場合、基準を満たす職員確保の可能性
オ　利用者の家庭の状況や、利用者への代替サービス提供の可能性
（2） 休業要請

検討の結果、事業継続が困難と判断される場合には、県は事業者に対して臨時休業を要請する。
（３）休業を決定する場合の対応
ア　事業者は、利用者や家族、援護の実施主体である市町村等に対し、速やかに休業の連絡を行う。あわせて、保健所及び県主管課にも連絡する。
イ　市町村、相談支援事業者、居宅介護支援事業者など関係者が連携の上、必要性の高い利用者を優先して、代替サービスを提供する。
・臨時休業を行った短期入所、通所施設等については、介護保険法、障害者自立支援法及び児童福祉法上の事業の休止の届出は必要ありません。
・代替サービスの提供等により、支援計画の変更の必要がある場合において、止むを得ない理由があるときは、支援計画作成のための会議は開催せず、担当者から意見を求めることで足りるものとします。
ウ　市町村は、必要に応じ在宅の高齢者、障害者等の見回りや食事等の支援措置を検討する。
（4） 臨時休業の解除

県は、休業後の施設の感染状況、対応状況等を把握したうえで、施設が所在する市町村、当該発生施設及び施設に係る県主管課等で事業の再開について検討を行う。
県は、感染防止策の徹底を前提としたうえで、事業が再開できると判断した場合は、臨時休業の解除を要請する。
事業者は、利用者や家族、援護の実施主体である市町村等に対し、速やかに休業解除の連絡を行う。あわせて、保健所及び県主管課にも連絡する。

通所サービス事業中止に係る影響への対応
■利用者、家族の状況把握と対応が必要です

· 日中活動の中止による社会活動の縮減による閉じこもり状態や

長期化に伴う障害程度の重度化や病状の悪化への対応

· 収入減による生活影響の確認と生活保障対策（障害者）

· 家庭における介護負担の増加と家族の勤務が制限されること等
への対応
＜参　考＞
平成２１年９月現在の高知県の新型インフルエンザの相談、受診体制

■新型インフルエンザに関する相談は、各保健所で受け付けています。
■発熱等の症状のある方も、原則として一般の医療機関で受診できます。
ただし、受診される際は、
  事前に連絡して、医療機関の指示に従ってください。 

  受診の際は、マスクを着用してください。
※発熱外来及び発熱相談センターは、平成２１年７月３１日（金曜日）　　　１７時３０分をもって閉鎖しました。
新型インフルエンザに関する相談窓口と受付時間
	設置場所
	電話番号
	相談受付時間

	安芸福祉保健所
	０８８７−３４−３１７５
	平日　８時３０分から
１７時３０分

	中央東福祉保健所
	０８８７−５３−３１７１
	

	中央西福祉保健所
	０８８９−２２−１２４０
	

	須崎福祉保健所
	０８８９−４２−１８７５
	

	幡多福祉保健所
	０８８０−３５−５９７９
	

	高知市保健所
	０８８−８２２−０５７７
	



夜間や休日に受診できる医療機関を知りたい時
■救急医療情報センター：０８８－８２５－１２９９
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手 指


　手洗い後、脱脂綿やペーパータオル等に十分に消毒用のアルコールを含ませて拭き、自然乾燥させる。


　　＊手が荒れやすいので注意。


便座、ドアノブ、スイッチ、手すり、テーブルなど


　脱脂綿やペーパータオル等に十分に消毒用のアルコールを含ませて拭き、自然乾燥させる。


ゴム製品、合成樹脂などへの使用は控える。


衣類、リネン


感染者の体液（血液、尿、便、喀痰、唾液等）が付着しており、洗濯ができない場合は、消毒用のアルコールを用いる。





*　N95マスク（Particulate Respirator Type N95）とは、米国労働安全衛生研究所（NIOSH）のN95規格をクリアし、認可された微粒子用マスク。呼吸器感染のリスク軽減を目的として設計、開発された着用者（スタッフ）保護用マスク





今回の新型インフルエンザ（A/H1N1）（については、弱毒性のためN95マスク、ゴーグル、キャップの必要性は低い





参　考
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